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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

当社は、平成15年10月１日付で、日本アドバンストカードシステム株式会社と合併しております。次に掲載する数字は、当社単

体の数字であります。 

 １ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

（カード発行高）   ( －) (2,540,838,328) (3,226,055,174) (4,087,399,868) (5,464,258,204)

売上高 (千円) 3,093,281,459 25,523,017 27,395,645 35,637,498 30,892,451 

経常利益 (千円) 4,352,809 4,224,979 4,667,519 4,589,597 4,925,391 

当期純利益 (千円) 1,272,849 2,230,234 1,752,280 2,112,961 2,908,368 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 4,000,000 4,000,000 5,500,000 5,500,000 5,500,000 

発行済株式総数 (株) 80,000 80,000 110,000 110,000 110,000 

純資産額 (千円) 14,179,487 16,136,716 21,706,080 23,652,178 26,631,021 

総資産額 (千円) 52,711,659 46,740,660 62,297,280 51,996,759 46,316,099 

１株当たり純資産額 (円) 177,243.59 201,708.95 197,328.00 215,019.80 241,959.28 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
2,500 

( －)

2,500

( －)

2,500

( －)

2,500 

( －)

2,500

( －)

１株当たり当期純利益 (円) 15,910.61 27,877.93 18,445.05 19,208.73 26,298.80 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.9 34.5 34.8 45.5 57.5 

自己資本利益率 (％) 9.3 14.7 9.3 9.3 11.6 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ― 

配当性向 (％) 15.7 9.0 13.6 13.0 9.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 1,020,637 △313,376 805,605

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △3,441,867 1,632,936 △2,353,528

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △200,000 △275,000 △275,000

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― 16,908,653 17,953,213 16,130,290

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者
数〕 

(名) 
153 
〔137〕 

128
〔95〕 

194
〔105〕 

172 
〔78〕 

159
〔49〕 



（注）１ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」については記載し

ておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 第14期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指

針第４号)を適用しております。 

４ 売上高及び売上原価につきましては、以下のように変更しております。 

第14期から従来売上高に含めておりました「カード額面売上高」は売上高より控除、売上原価に含めておりました「カー

ド発行費用」は売上原価より控除する表示方法に変更しております。また、会計処理の変更と致しまして、第15期から従

来売上原価の控除項目としていた「カード未精算勘定取崩高」について「売上高（カード収入高）」に含めて処理するこ

とと致しました。なお、第14期、第15期、第16期及び第17期の損益計算書上、カード発行高を（ ）内に記載しておりま

す。上記の変更につきましては損益に及ぼす影響はありません。 

また、第16期及び第17期の会計処理基準と同一となっているのは第15期のみであるため、各事業年度の比較可能性を確保

するため、第13期及び第14期の売上高を第16期以降の基準に組替えて<参考情報①>に記載しております。 

  

<参考情報①> 

日本ゲームカード株式会社 

  

５ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

６ 第15期、第16期及び第17期の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監

査を受けておりますが、第13期及び第14期の財務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

７ 株価収益率については、平成18年3月31日現在における株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため記載してお

りません。 

８ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

９ 第15期の各数値には平成15年10月１日付の日本アドバンストカードシステム株式会社との合併に伴う増加を含んでおりま

す。したがいまして、以下に<参考情報②>として日本アドバンストカードシステム株式会社の主要な経営指標等を記載致

しました。 

  

  

  

  

回次 第13期 第14期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 

（カード発行高）   (3,064,788,236) (2,540,838,328) 

売上高 (千円) 34,730,829 28,687,138 



<参考情報②> 

日本アドバンストカードシステム株式会社の経営指標等 

（１） 日本アドバンストカードシステム株式会社は連結財務諸表を作成しておりませんので「最近５連結会計年度に係る主

要な経営指標等の推移」については記載しておりません。 

（２） 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

（３） 第９期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基

準適用指針第４号)を適用しております。 

（４）  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

（５）  第８期、第９期及び第10期の財務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

（６） 株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため記載しておりません。 

（７） 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

  

  

  

  

  

回次 第８期 第９期 第10期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成15年９月 

（カード発行高）   (1,561,147,982) (1,525,827,627) (702,977,538)

売上高 (千円) 16,340,828 11,176,956 4,539,703 

経常利益 (千円) 852,707 2,366,618 508,098 

当期純利益 (千円) 2,701,169 1,438,252 454,810 

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 3,000,000 3,000,000 3,000,000 

発行済株式総数 (株) 60,000 60,000 60,000 

純資産額 (千円) 1,928,891 3,367,143 3,821,954 

総資産額 (千円) 44,442,250 35,626,757 29,864,570 

１株当たり純資産額 (円) 32,148.18 56,119.05 63,699.24 

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

( －)

―

( －)

―

( －)

１株当たり当期純利益 (円) 45,019.48 23,970.87 7,580.18 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 4.3 9.5 12.8 

自己資本利益率 (％) 467.1 54.3 12.7 

株価収益率 (倍) ― ― ― 

配当性向 (％) ― ― ― 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

(名) 
104 
〔66〕 

103
〔40〕 

98
〔43〕 



10 日本アドバンストカードシステム株式会社につきましては、売上高を以下のように変更しております。 

第７期から従来売上高に含めておりました「カード額面売上高」は売上高より控除する表示方法に変更しております。し

たがいまして、以下に<参考情報③>としまして、平成17年３月期の基準に組替えて、３期分の売上高を記載致しました。 

  

<参考情報③> 

日本アドバンストカードシステム株式会社 

上記売上高は、カード未精算勘定取崩高を含めて記載しております。 

  

  

  

回次 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成15年９月

（カ ー ド 発 行
高） 

  (1,561,147,982) (1,525,827,627) (702,977,538)

売上高 (千円) 17,557,897 12,657,919 5,203,787



２ 【沿革】 

当社は、第三者発行型プリペイドカード事業を通じ、第三者機関として遊技業界の透明化を実現するとの社会的使命を担い、

遊技業界の健全なる発展に寄与することを目的とし平成元年８月25日に大阪市において設立されました。 

 また、平成15年10月１日に日本アドバンストカードシステム株式会社（平成７年３月10日設立）を吸収合併し、今日に至って

おります。 

  

  

  

参考情報：日本アドバンストカードシステム株式会社 

  

年 月 主要な事業所展開の変遷状況 

平成元年８月 当社設立（大阪府大阪市北区西天満） 

平成６年９月 本社移転（大阪府大阪市北区野崎町） 

平成15年10月 

同 

日本アドバンストカードシステム株式会社を吸収合併

本社移転（東京都渋谷区道玄坂） 

平成17年８月 本社移転（東京都渋谷区渋谷） 

年 月 主要な事業所展開の変遷状況 

平成７年３月 本社開設（愛知県名古屋市中村区） 

平成15年10月 日本ゲームカード株式会社との合併により消滅 



３ 【事業の内容】 

当社は、遊技料金の決済情報等を含む遊技場の経理の透明化に資する情報を、「プリペイドカード」を通じて管理するシステ

ムを、トータルで遊技場へ販売し、その後の決済情報等の収集・管理・監視・保守を行う「カードシステムトータル事業」を運

営しております。 

   プリペイドカードについては、大きく分けて二つの種類があります。一つ目は第三者発行型と呼ばれる販売者と購入者との間

の決済を第三者である発行者が担うもの、二つ目は自家発行型と呼ばれる発行者及びその関係者のみにおいて使用されるもので

あります。当社は、第三者発行型と呼ばれるタイプであります。 

   当該事業における取扱品目は、（ａ）機器（ｂ）カード（ｃ）システム使用料（ｄ）工事・保守の４品目に大別されます。そ

れぞれの詳細につきましては、次のとおりとなっております。 

  

ａ.機器について 

機器はカードユニット、券売入金機、精算機等を代理店経由で販売しております。 

カードユニットは磁気カード対応型、ＩＣカード対応型があります。券売入金機は入金された金額額面のカードを発行す

る装置、精算機はカード残額の精算を行う装置です。 

  

ｂ.カードについて 

磁気カードは、当社にて金額情報を含めた諸情報を予め記録して、加盟店に販売します。 

磁気カードは額面1,000円、2,000円、3,000円、5,000円の使い切りカードです。 

ＩＣカードは、券売入金機または入金機能付カードユニットで入金(リサイクル)できます。 

ＩＣカードは、リサイクル可能な入金対応式で半永久的に使用可能であり、カード媒体の販売に加えて、遊技者の消費金

額に応じて加盟店から「情報管理料」を徴収します。 

  

ｃ.システム使用料について 

遊技場と遊技者の遊技料金の決済を管理するシステムを運用するための費用として、カードユニットの設置台数に応じた

システム使用料を徴収しております。 

  

ｄ.工事・保守について 

機器の設置工事は、カードユニット等の販売と合わせて代理店が加盟店との契約に基づき行います。カードユニット等の

機器の保守は、代理店が加盟店との直接契約により行います。 

一方、当社が加盟店に設置し貸与する店内通信設備の工事については、委託業者に工事を委託し、工事代金については当

社から加盟店に請求します。 

なお、店内通信設備の保守については、原則として当社の負担で実施しています。 

  

  

  

  

  

  

  



事 業 構 造 
  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

 

(注) 有価証券報告書の提出会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、平成18年３月31日付退職者を含みます。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特に記載する事項はありません。 

  

  

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 所有
割合
(％) 

被所有
割合
(％) 

(その他の関係会社)    
株式会社ＳＡＮＫＹＯ  (注) 群馬県桐生市 14,840,000 遊 技 機 の 製 造・販

売、遊技場店舗の設
計・内装工事、遊技
球補給装置製造・販
売、遊技場周辺機器
製造・販売 

なし 44.7 パチンコ遊技機の製造販

売、周辺機器の販売を行っ

ており、当社の販売代理店

としてカードシステム機器

を販売し、通信機器の設置

工事・保守業務の請負等を

行っております。 
役員の兼任は２名でありま

す。 
  

株式会社データ・アート  東京都渋谷区 200,000 画像表示ソフト開
発、映像・音声編集
業務、コンピュータ
システム開発、損害
保険代理業、総合リ
ース業 

なし 29.7 同社は損害保険代理業を取

扱っており、当社の一部保

険において保険代理店とし

て取引を行っております。 
役員の兼任は１名でありま

す。 
  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

159 
〔49〕 

38.5 6.4 6,431,215 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が増勢に転じはじめ、それに伴い雇用環境も回復の兆

しを示し、個人消費についても緩やかな回復傾向を維持し、景気は総じて堅調に推移しました。 

しかしながら、当社が事業を展開している遊技業界においては、前年に引き続き、大型法人の地方展開、ホールの大型化と

その影響を受けての地方の中小法人の撤退等、所謂二極分化の流れは現在も続いており、当社の顧客対象であるパチンコ遊技

場の減少傾向は未だ続いております。その結果、全国パチンコ遊技場総数は、警察庁調べで平成17年12月31日現在15,165店舗

と前年より452店舗減少しました。また、平成16年７月の風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の改正施行規則等

の施行による新基準適合機の市場への供給が進んだ結果、周辺機器市場においては、平成16年11月の新紙幣対応による入れ替

え需要が一巡したこともあり、好調な大型店や大手チェーン店で積極的な設備投資が行われたものの、中小規模の遊技場にお

いては遊技機の入れ替えに投資を集中させる傾向にありました。 

このようなカード事業環境下、当社は業界のリーディングカンパニーとして、最新技術による高品質で信頼度の高いサービ

スを全国の遊技場に提供すべく、セキュリティ度とリサイクル度の高いＩＣカードシステムの普及及び新カードシステムの開

発に取り組みました。また、前事業年度より引き続き人気機種となっているＩＣカードユニット「ＢＬＩＣＺ」を中心に営業

を展開いたしました。 

その結果、ＩＣカードシステム導入加盟店舗数は903店舗（前期比345店舗増）と順調に推移いたしました。しかしながら、

当社加盟店舗数の合計といたしましては、パチンコ遊技場減少の影響に加え、スロット店への移行や、競合他社へのシステム

移行等もあり、前期比337店減の3,199店となりました。 

当事業年度の業績につきましては、平成18年３月末現在で売上高は30,892,451千円（同 13.3％減）となりましたが、合併に

よるコスト削減効果等もあり、経常利益4,925,391千円（同 7.3％増）、当期純利益2,908,368千円（同 37.6％増）を計上する

ことが出来ました。 

販売品目別の業績概況は、次のとおりであります。 

機器関連の売上高は、14,975,980千円（同 10.6％減）となりました。 

カード関連の売上高は、5,870,288千円（同 16.3％減）となりました。 

システム使用料関連の売上高は、9,541,165千円（同 15.1％減）となりました。 

その他の事業については、売上高は505,015千円（同 21.8％減）となりました。 

  

  

  

  

  

  



商品の説明 

 ＩＣカードユニット 

ＩＣカードユニットには次の種類があります。 

ａ ＩＣカードユニット 

非接触型ＩＣカード専用のカードユニットです。ＩＣカード発行機によるカードの使用と、カードユニットでの追

加入金機能を具備しております。また、１万円までの追加入金を可能としております。ＩＣカード化による情報記録

容量の増加、セキュリティの強化及びリサイクル性の向上を目的として開発したものです。（パチンコ遊技機用、パ

チスロ遊技機用の両方のタイプがあります） 

ｂ ＩＣカードユニットＢＬＩＣＺ 

上記ＩＣカードユニットに、予備ＩＣカード10枚を内蔵する機能を追加したものです。遊技場にとり、ＩＣカード

を都度補充する手間が省けるものです。 

ｃ ＶＩＣカードユニット 

非接触型ＩＣカード専用のカードユニットで、会員管理機能を具備したものです。直接入金機能も具備しておりま

す。 

ｄ ＶＩＣ ＮＡＶＩカードユニット 

上記ＶＩＣカードユニットに、液晶モニターを付加したものです。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度より1,822,923千円減少し、16,130,290千円

となりました。 

各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりです。 

営業活動により得られた資金は、前事業年度に比べ1,118,981千円増加し、805,605千円となりました。 

投資活動においては、2,353,528千円の資金の減少（前期1,632,936千円の資金増加）となりました。 

財務活動においては、前事業年度と同様、配当金の支払いにより275,000千円の資金の減少となりました。 

  なお、各キャッシュ・フローの主な増減内容等詳細については後述７「財政状態及び経営成績の分析」をご参照下さい。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当事業年度におけるカードの生産実績は、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)受注実績 

当事業年度における受注実績を販売品目別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

当事業年度における仕入実績を販売品目別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当事業年度における販売実績を販売品目別に示すと、次のとおりであります。 

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  
当事業年度 

(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

販売品目 生産高(千円) 前年同期比(％) 

カード 1,927,982 79.9 

  
当事業年度 

(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

販売品目 
受注高 
(千円) 

前年同期比 
(%) 

受注残高 
(千円) 

前年同期比
(%) 

ＩＣカード 548,903 83.7 23,395 25.1 

ＶＩＣカード 12,480 27.5 ― ― 

合計 561,383 80.1 23,395 24.5 

  
当事業年度 

(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

販売品目 仕入高(千円) 前年同期比(％) 

機器 11,142,889 64.5 

カード 1,458,105 70.8 

合計 12,600,995 65.1 

  
当事業年度 

(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

販売品目 販売高(千円) 前年同期比(％) 

機器 14,975,980 89.4 

カード 5,870,288 83.7 

システム使用料 9,541,165 84.9 

工事 460,156 72.2 

その他 44,859 557.7 

合計 30,892,451 86.7 



３ 【対処すべき課題】 

カード業界における企業間の競争が一層激化する中で、中長期的な成長を維持し当社の経営基盤の更なる強化に向けて取り

組むべき課題は次のとおりであります。 

  

（１）需要拡大及び競争力の強化 

当社は、今後一層激しい競争が予想されるカード業界で勝ち残るため、加盟店の維持・獲得を図ることを最大の課題と考

えており、以下の３点が、当面の最重要課題と考えております。 

１．競争力のある新商品・新システムの開発。 

２．営業体制の強化。 

３．代理店政策。 

商品開発に関しましては、遊技場及び遊技客の幅広いニーズに応え短期間で商品化できる体制作りに努め、簡易型から高

機能型までの多種多様な商品・システムを開発し販売してまいりました。今後も、価格競争力があり顧客満足度の高い商品

開発・新市場の開拓を積極的に行い需要の拡大及び競争力の強化を図ってまいります。 

営業力強化に関しては、加盟店の側に立った木目細かな対応と一層のコミュニケーションの強化に努め、具体的かつ明確

な方策を絶間なく打出し、代理店と一体となってシェア獲得競争を優位に推し進めるよう取り組んでまいります。 

  

（２）財務体質の強化 

当社は、第三者発行型のプリペイドカードを発行しており、当社加盟店との間では現金決済を伴う取引を実施しておりま

す。従いまして、十分な財務基盤が、当社の信用力につながるため株主資本比率を重視した経営を行っております。そのため

には、中長期的な安定成長を続けることで企業価値を高め、利益を確保すると共に、キャッシュ・フローも最大化し、更なる

財務体質の強化に努めてまいります。 

  

（３）利益体質の強化 

当社は、業界のリーディングカンパニーとして、業界トップの加盟店舗数を全国に有しており、顧客との信頼関係を長年

にわたって築きながら、そのスケールメリットを活かした事業活動を行ってまいりました。その結果、信頼性の高い技術力及

び数々のノウハウが蓄積されており、競合他社からの優位性を維持しております。しかしながら、今後一層競争が激化してい

くものと予測される中、その優位性に安堵することなく、更なる利益の追求及び創出が重要課題の一つであると考えておりま

す。 

このような考え方に基づき、当社では、各部門において原価や在庫、販管費等の徹底した予実損益管理を実施して、利益

管理に対する意識を浸透させ、更なる利益体質の強化を図ってまいります。 

   



４ 【事業等のリスク】 

①業界の動向に関するリスク 

(a)市場規模について 

加盟店舗の獲得及びその維持は、当社の収益拡大にとって重要な要素であります。当社の加盟店舗数は平成12年12月末現在

5,887店(被合併会社の日本アドバンストカードシステム株式会社を含む)から、平成17年12月末現在3,309店と2,578店減少して

おりますが、警察庁生活安全局発表の平成17年12月末の遊技場総数も、15,165店と平成12年12月末からの５年間で1,823店減少

しており、ホール間の淘汰が背景にあります。現在、当社は、付加価値サービスを提供することにより、新たな収益源を確保

しております。しかしながら、景気動向の変化等により当社の計画通りに加盟店舗数が推移しない場合には、経営成績等に影

響を及ぼす可能性があります。 

(b)競合について 

プリペイドカードシステムにつきましては、販売者と購入者との間の決済を第三者である発行者が担う「第三者発行型」と

発行者及びその関係者のみにおいて使用される簡易型の「自家発行型」の二つに分類されます。 

当社設立以降７社が新規参入し、現在、当社を含めて９社がサービスを提供しております。当社が採用しております「第三

者発行型」システムは「自家発行型」システムに比べ、開発費やランニングコストが割高となる傾向があります。当社として

は、拡張性と付加価値の高い複合的・総合的サービスを提供することで他社との差別化を図っており、一定の評価をいただい

ておりますが、新たな事業会社の参入、あるいは競合他社の動向によっては、当社の経営成績等に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

②セキュリティに関するリスク 

当社のプリペイドカードシステムは、創業以来16年の経験を活かし、ＩＣ式は勿論、磁気式もカード製造からシステムの監

視まで十分なるセキュリティ対策がカード媒体、システム全体に施されております。 

しかしながら、ＩＴ関連の技術革新により、プリペイドカードの偽変造、不正使用問題が、今後発生する可能性は否定でき

ません。これらの事象が発生した場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③個人情報に関するリスク 

平成15年５月30日に「個人情報の保護に関する法律」（以下、「個人情報保護法」）が公布・施行され、平成17年４月１日

に全面施行されております。当社は、同法における個人情報取扱事業者に該当します。 

当社は、個人情報の取扱いについて、「個人情報保護規程」を制定し法令及びその他の規範を遵守するとともに、「個人情

報保護責任者」を任命し、厳重なセキュリティ対策の下で、個人情報の適切な管理を行い、また個人情報相談窓口を設け、社

内外の関係者全員への教育を行う等の対応を取り、事故を未然に防ぐべく努力しております。 

しかしながら、人為的過誤、ネットワーク及びシステムの不具合、ハッキングその他何らかの原因により個人情報が流出し

た場合、当社の経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

  

④法的規制に関連するリスク 

ⅰ 当社のパチンコプリペイドカード関連事業及びその商品の販売については、直接的な法規制は、受けておりませんが、当社

の顧客である遊技場は、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」、「国家公安委員会規則」及び「都道府県条

例」等の規制を直接受けており、カードユニットの使用にあたっては使用許可取得または使用届けが義務付けられておりま

す。 

従って各種法的規制の改正が行われた場合、カードユニット等の遊技場への販売・設置に際して営業上の影響を受け、当社

の経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

  



ⅱ 当社は前払式証票の規制等に関する法律第６条に基づき、財務省関東財務局（登録番号：関東財務局長第000542号）への登

録を行い、基準日（毎年３月末日、９月末日）毎に発行額面額、消費額面額、未使用額面額を報告し、未使用額面額の50％以

上を供託しております。登録に関する有効期限は定められておりませんが、同法律第20条により登録の取消し等の処分を受け

た場合、当社事業の存続に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤重要な契約に関するリスク 

当社の事業は、以下のとおり特定の業者に依存している状況にあります。 

ⅰ 商品の仕入先：当社の主力商品であるカードユニット（メダル貸し機、玉貸し機を含む）は、機種によりマミヤ・オーピー

株式会社またはインターナショナルカードシステム株式会社に集約・限定されております。 

  

ⅱ  システム設計・運用：当社の事業であるプリペイドカードシステムは、株式会社エヌ・ティ・ティ・データのシステム設計

をベースとしており、システムの改善や機能追加などのシステム改造は同社に開発委託しております。また、全国の当社加盟

店舗からのカードの発券消費情報の集信と情報処理業務を同社に委託しております。 

  

ⅲ  電子マネーサービス：今後、導入を予定している電子マネーサービス（エブリマネーサービス）提供にあたり、フェリカネ

ットワークス株式会社との間で、ｉモードFeliCaに関する共通領域利用契約を締結しております。 

当社は、上記企業とは今後も友好な関係を維持できるよう最善を尽くして行く所存ですが、取引条件や事業方針等に関して合

意できないような事態が起きた場合、当社事業に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥プリペイドカード発行に関連するリスク 

貸借対照表上のカード未精算勘定は、発行されたものの使用されていないカード額面残高の累計であり、プリペイドカードの

発行枚数（発行高）に比例して増減する性質を有しております。この未使用額面残高は、法人税法上、４年前に発行されたカー

ドのカード未精算勘定残高を取崩し、収益計上する（当社の場合、カード未精算勘定取崩高として計上しております）ことが義

務付けられております。 

なお、収益計上後に使用された場合は、会計上、収益のマイナス処理を行っております。 

また、最近の傾向としてプリペイドカードを顧客が利用しない、いわゆる現金入金可能なシステムが主力であることから、プ

リペイドカードの発行枚数は激減しており、それに比例して平成13年３月期に35,986,030千円あったカード未精算勘定が、平成

18年３月期には11,218,019千円に減少しており、この傾向は今後も続くことが予想され、このような場合は、当社業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

⑦知的財産に関連するリスク 

現在当社は、事業運営にあたり如何なるロイヤリティ、特許使用料等も支払っておりませんが、今後、当社の事業分野におい

て第三者の特許が成立した場合や、当社の事業分野において当社が認識していない特許等が現在成立している場合、当該第三者

より当該特許に関する対価(ロイヤリティ)の支払い請求、または損害賠償及び使用差止などの訴えを起こされる可能性がありま

す。このような場合、当社事業に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑧親会社等との取引 

１）㈱ＳＡＮＫＹＯとの関係 

提出日現在、上場会社である㈱ＳＡＮＫＹＯは当社の議決権40.1％を所有するその他の関係会社であります。なお、同社は

当社経営活動の独立性を維持していく方針であることを現時点において確認しております。 

  

ⅰ ＳＡＮＫＹＯグループにおける当社の位置付け 



当社はその他の関係会社である㈱ＳＡＮＫＹＯグループに属しております。同社グループは、遊技場、遊技ファンに愛され

る遊技機作りと遊技に新たな付加価値を追求し、健全なレジャーの発展と心豊かな社会づくりへ貢献することを基本理念とし

ています。 

当社は、遊技場向けカード事業を通じて遊技業界の経営の透明化を図り、遊技業界の健全な発展に貢献し、豊かな社会の実

現を目指すことを基本理念としております。 

当社と同社とは当社の販売代理店としての取引がありますが、他の販売代理店と同様にパートナーとしての位置付けで事業

展開をしております。 

  

ⅱ 役員の兼任 

提出日現在、当社役員７名のうち１名は㈱ＳＡＮＫＹＯの取締役を兼任しております。以下１名は、当業界における豊富な

経験と十分な見識を有しており、また、当社コーポレート・ガバナンスの強化の一環としてさまざまな助言を得ることを目的

に、当社が招聘したものであります。 

   

  

ⅲ ㈱ＳＡＮＫＹＯとの取引関係 

当社と㈱ＳＡＮＫＹＯとの間に、当社製品の販売・機器設置工事を委託する販売代理店取引を中心とした取引関係がありま

す。同社との代理店取引金額は、他の代理店に比べて上位にランキングされるため、同社との代理店契約が解消された場合に

は、新たな代理店の確保など少なからず当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

平成18年３月期の同社との取引は、上記販売代理店としての取引の他、同社が開催するＬＰＧＡツアー（ＳＡＮＫＹＯレデ

ィース）への広告宣伝費等があります。 

  

２）インターナショナルカードシステム㈱との取引関係 

インターナショナルカードシステム㈱は、当社のその他の関係会社である㈱ＳＡＮＫＹＯの100％子会社であります。 

  当社は、新カードシステムにおける機器仕入を同社から行っておりますが、取引経緯及び取引金額のいずれについても合理

性、経済性の観点から決定したものであります。 

  

  

  

  

  

  

当社の役職 氏名 ㈱ＳＡＮＫＹＯの役職 

監査役（非常勤） 筒井 公久 常務取締役 経営企画部長 



５ 【経営上の重要な契約等】 

 （１）システム・エンジニアリング・サービス契約 

（注）委託料については、委託業務に要したシステムエンジニアの稼動時間及び人数により算出されます。 

  

（２）売買基本契約 

 ① 

（注）売買価格については別途協議の上、個別に決定します。 

② 

（注）売買価格については別途協議の上、個別に決定します。 

  

（３）その他の契約 

（注）共通領域使用開始日は、平成17年４月28日となっております。 

  

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間 

当 社 

  

株式会社エヌ・ティ・テ

ィ・データ 

「情報管理センター」のソフト

ウェア維持管理及びシステム環

境維持管理に関する業務委託契

約 

平成16年４月１日より１年間 

（以後１年毎の自動更新） 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間 

当 社 

  

マミヤ・オーピー株式会社 カードユニット他カードシス

テムに関連する機器本体、付

属品及び保守部品等に関する

売買契約 

平成17年11月１日～平成18年

３月31日（以後１年毎の自動

更新） 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間 

当 社 

  

インターナショナルカード

システム株式会社 

カードユニット他カードシス

テムに関連する機器本体、付

属品及び保守部品等に関する

売買契約 

平成15年10月１日より１年間 

（以後１年毎の自動更新） 

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約期間 

当 社 

  

フェリカネットワークス 

株式会社 

電子マネーサービス提供におけ

るｉモードFeliCaに関する共通

領域利用規約 

平成16年５月10日～平成17年

３月31日（以後１年毎の自動

更新） 



６ 【研究開発活動】 

第17期事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社の研究開発活動の最近の傾向として、非接触型ＩＣカードシステム関連の開発に重点を置いております。これは、旧来の

磁気カードシステムに比べて記憶容量が多いことでセキュリティ管理度が高く、会員管理がし易いこと、またカードの反復利用

が可能であることから顧客にとってランニングコストの低減につながるため、当社の主力商品となっているためであります。 

こうした中、当事業年度における研究開発活動は、非接触型ＩＣカードシステムの次世代型カードユニットである「Ｌuterna

（ルテルナ）」の開発及び電子マネー対応サービスである「e-mon（イーモン）」の開発に、多くの資源を振り向けております。

当社としては、商品や付加価値サービスにおいて競合他社と差別化を図りながら、広範な顧客の価格的・機能的ニーズに応え

られるよう今後とも鋭意努力してまいります。 

  

当事業年度において計上した研究開発費の総額は、1,353,887千円であります。 

  

販売品目別の研究開発活動につきましては、次のとおりでありますが、販売品目のうち研究開発費が発生しているのは機器の

ため、機器をベースに記載致します。 

  

  

（１）「Ｌuterna（ルテルナ）」 

   次世代型カードユニットである「Ｌuterna（ルテルナ）」は、それまでの主力商品である「ＢＬＩＣＺ」ユニットの基本

機能や仕様を維持しつつ、内蔵部品を削減する等の対策により、原価低減に成功しております。また、以下（２）で述べる

「e-mon（イーモン）」を搭載することが可能となっており、広範囲な顧客層のニーズに配慮しております。その費用は、

771,047千円です。 

  

（２）「e-mon（イーモン）」 

  現金もしくはカードによる玉貸し機能に加え、「おサイフケータイ」により電子マネーを入金チャージし、それを利用す

ることにより玉貸しを可能としております。昨今の「おサイフケータイ」の販売台数の増加にあわせ、顧客の利便性も考慮

した業界初のサービスであります。その費用は、550,679千円です。 

  

（３）その他、既存カードシステムの機能改善や機能強化のために、改造やバージョンアップを行っており、その費用は、

32,159千円です。 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

なお、文中における将来に関する事項は、提出日現在において当社が判断したものであります。 

（１） 財政状態について 

    ① 財政状態 

当事業年度末における資産の状況は、前年同期と比べて流動資産が12,307,770千円減少し、固定資産が6,627,110千円増

加し、総資産では5,680,659千円の減少となりました。増減の主なものは、現預金の減少2,822,884千円、営業未収入金の減

少3,223,699千円、有価証券の減少2,128,670千円、商品の減少1,615,441千円、営業保証金の減少2,300,000千円、投資有価

証券の増加4,984,934千円等であります。一方、負債では流動負債が8,443,142千円減少し、固定負債が216,360千円減少し

ました。増減の主なものは、買掛金の減少1,145,986千円、カード未精算勘定の減少6,283,089千円等であります。また、株

主資本は、当期純利益による利益剰余金の増加2,633,368千円等により2,978,843千円増加しました。その結果、株主資本比

率は12ポイント上昇して57.5％となりました。 

  

② キャッシュ・フロー 

当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前事業年度より1,822,923千円減少し、16,130,290

千円となりました。各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は、前事業年度に比べ1,118,981千円増加し、805,605千円となりました。主な内容として

は、税引前当期純利益4,697,974千円、減価償却費1,058,703千円、売上債権の減少2,737,328千円、たな卸資産の減少

1,666,391千円などが増加要因となっており、仕入債務の減少1,327,404千円、カード未精算勘定の減少6,283,089千円、法

人税等の支払1,730,777千円などが減少要因となっております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動においては、2,353,528千円の資金の減少（前期1,632,936千円の資金増加）となりました。主な内容としては、

有価証券の保有残高減少による償還超過額3,150,800千円、営業保証金の回収による収入2,300,000千円、投資有価証券の取

得による支出4,991,960千円、固定資産の取得による支出2,737,084千円などであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動においては、前事業年度と同様、配当金の支払いにより275,000千円の減少となりました。 

  

③ 資金需要及び財政政策について 

当社の運転資金需要の主なものは、商品の仕入、原材料の仕入、情報管理センター運営費用、通信機器リース料、研究開

発費等の営業費用であります。主な設備投資の計画については、「設備の新設、除却等の計画」のとおりですが、当社の運

転資金及び設備投資資金については、原則として内部資金により調達することとしております。また、当社は健全な財政状

態、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力によって、将来必要な運転資金及び一定の範囲の設備投資資金を調

達することが可能であると考えております。 



（２） 経営成績について 

① 売上高 

    当事業年度の売上高は、前期に比べて4,745,046千円減少の30,892,451千円となりました。主な減少内容といたしまして

は、平成16年11月の新紙幣の発行に伴って前期に大きく売上を伸ばした紙幣識別機の需要が終息したことで当事業年度の機

器売上高が減少したこと、また加盟店舗数の減少等によりましてカード収入高及びシステム使用料収入が減少したことなど

が大きく影響しております。 

販売品目別の売上高につきましては、以下のとおりであります。 

        （機器関連） 

前期に引き続いてＢＬＩＣＺシリーズユニットの販売が順調に推移したことで、カードユニットの販売本数は前年同期

比4.0％増加の141千本となりましたが、一方で、前期の改札に伴う部品の交換需要が終息したことで、機器全体の売上高

は前年同期に比べて10.6％減少の14,975,980千円となりました。 

        （カード関連） 

            前期に引き続いての加盟店舗数の減少、入金機能付ユニットの増加、Ｗサンド併設店の増加等の影響によりまして、磁

気カードの販売枚数が前期比101百万枚減と大きく減少した結果、カード全体の売上高は前年同期に比べて16.3％減少の

5,870,288千円となりました。 

（システム使用料関連） 

  加盟店舗数の減少によりまして、収入高は前年同期比15.1％減少の9,541,165千円となりました。 

（その他） 

    貸与機器の設置料収入が主な内容であり、収入高は前年同期比21.8％減少の505,015千円となりました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費 

      当事業年度の売上原価は19,624,250千円となり、売上高に対する割合は前年同期に比べて1.3％減少し、63.5％となりま

した。また、販売費及び一般管理費は、製品取替等引当金繰入額、販売促進費、貸倒引当金繰入額等の減少によりまし

て、前年同期比17.3％減少の6,588,413千円となりました。 

③ 営業外収益 

      当事業年度の営業外収益は、従業員積立保険に係る運用益の計上などによりまして、前年同期比227,507千円増加の

281,241千円となりました。 

④ 特別利益 

      当事業年度の特別利益は、研究開発内容の開示に対する情報開示料収入100,050千円及び債務整理益62,338千円の計上に

よりまして、総額で162,388千円となりました。 

⑤ 特別損失 

      当事業年度の特別損失は、固定資産等の減損損失277,788千円及び旧本社設備等の固定資産除却損112,016千円の計上に

よりまして総額で389,804千円となり、前事業年度と比較しますと846,373千円の減少となりました。 

      ⑥ 当期純利益 

            当期純利益は、前事業年度に比べて795,406千円の増加となり、１株当たり当期純利益は、前事業年度の19,208.73円に

対して26,298.80円となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度は新カードシステムの開発、社内業務システム及び情報管理センターの機能追加を主なものとして総額で

3,332,541千円（無形固定資産及び長期前払費用を含む）の設備投資を行いました。また、設備の除却については事務所等の

移転・閉鎖による旧設備の除却を中心に113,129千円（帳簿価額）の除却を行いました。 

（１）販売品目別の設備投資の主な内容は、以下のとおりであります。 

・機器関連 

新機種開発用金型                              360,713千円 

・システム使用料関連 

新カードシステム用通信機器の開発                     674,600千円 

情報管理センター機能追加                         630,816千円 

・カード関連  

新カードシステム用エンコード設備                     120,581千円 

・その他の事業 

電子マネーシステム用サーバー                            169,200千円 

電子マネー対応情報管理センター機能追加                  100,200千円 

電子マネー対応通信機器機能追加                          100,100千円 

・全社（共通） 

社内業務システム機能追加                 891,380千円（ソフトウェア仮勘定含む） 

(注) １ 上記金額（ソフトウェア仮勘定計上を除く）には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記の他、主要な賃借設備の取得は、下記のとおりであります。 

システム使用料関連 

情報管理センター設備の使用権     785,412千円（年間使用料157,082千円） 

  

（２）販売品目別の設備の除却の主な内容は、以下のとおりであります。 

・全社(共通) 

本社移転に伴う旧設備の除却                               43,553千円 

    大阪千里コンピュータビル閉鎖に伴う除却                   24,078千円 

   大阪支店事務所縮小に伴う設備の除却                       12,722千円 

（注）上記金額は、帳簿価額となっております。 

  

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

  平成18年３月31日現在

(注)１ 帳簿価額のうち長期前払費用は、生産設備及び情報管理設備の使用権であります。なお、金額には消費税等は含まれておりま

せん。 

２ 上記資産は、減損後の帳簿価額となっております。 

３ 現在休止中の設備はありません。 

４ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業所名 
(所在地) 

販売品目 設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数

(名) 
建物 

工具器具及び

備品 
ソフトウェア

長期前払 
費用 

合計 

カードエンコードセンター 
(神奈川県川崎市幸区) 

カード関連 生産設備 30,648 108,153 5,943 ― 144,745 8

技術開発本部 
(東京都渋谷区) 

全社(共通) 
研究開発 
設備 

10,912 261,293 1,232,762 39,000 1,543,968 24

情報管理センター 
(神奈川県横浜市西区) 

システム 
使用料関連 

情報管理 
設備 

― ― ― 674,097 674,097 ―

支店・営業所 
(大阪府大阪市北区他４ヶ所) 

全社(共通) 販売設備 24,786 114,616 2,024 ― 141,427 76

東京本社 
(東京都渋谷区) 

全社(共通) 
その他の 
設備 

74,399 380,508 2,135,344 ― 2,590,252 51

合 計         140,746 864,572 3,376,074 713,097 5,094,491 159

事業所名 
(所在地) 販売品目別 設備の内容 リース期間(年) 年間リース料(千円) リース契約残高(千円)

情報管理センター 
(神奈川県横浜市西区) 

システム使用料 
関連 

情報管理設備 ４～６ 705,115 2,326,089 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

（１） 重要な設備の新設等 

  

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（２） 重要な設備の改修 

  

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（３） 重要な設備の除却等 

     該当事項はありません。 

  

  

  

事業所名 
(所在地) 販売品目 設備の内容 

投資予定額 
資金調達方法 着手年月 完成予定

年月 総額
(千円) 

既支払額
(千円) 

技術開発本部 
(東京都渋谷区) 

機器関連 

カードユニット 
機能追加 

330,000 ― 自己資金 平成18年４月 
平成18年４月～

９月 

治具工具 130,000 ― 自己資金 平成18年４月 平成18年10月

システム使用料 
関連 

情報管理センター 
機能追加 

670,000 ― 自己資金 平成18年４月 
平成18年４月～

平成19年３月 

会員管理センター 80,000 ― 自己資金 平成18年１月 平成18年７月

その他の事業 電子マネーシステム 
機能追加 

385,000 ― 自己資金 平成18年４月 
平成18年６月～

10月 

事業所名 
(所在地) 販売品目 設備の内容 

投資予定額 
資金調達方法 着手年月 完成予定

年月 総額
(千円) 

既支払額
(千円) 

東京本社 
(東京都渋谷区) 

全社(共通) 社内業務システム 208,200 12,000 自己資金 平成18年１月 平成18年４月～
９月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

（１） 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

②  【発行済株式】 

  

  

（注）１ 発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 当社株式は、平成18年４月12日付でジャスダック証券取引所に上場しております。 

  

（２） 【新株予約権等の状況】 

  

    該当事項はありません。 

  

（３） 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 平成15年10月１日における株式数の増加は合併によるものです。 

なお、被合併会社は日本アドバンストカードシステム株式会社（消滅会社）であり、日本アドバンストカードシステム株式

会社の株式１株に対し、当社の株式0.5株を割当てました。 

発行価格 100,000円  資本組入額 50,000円 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 400,000 

計 400,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 110,000 110,000
ジャスダック
証券取引所 

(注) 

計 110,000 110,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成15年10月１日 30,000 110,000 1,500,000 5,500,000 1,500,000 1,500,000 



（４） 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

（５） 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

（注） 株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第２位を四捨五入しております。 

    

区分 

株式の状況 

端株の状況政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― ― ― 24 ― ― 7 31 ― 

所有株式数 
(株) 

― ― ― 105,058 ― ― 4,942 110,000 ― 

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 95.5 ― ― 4.5 100.0 ― 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社ＳＡＮＫＹＯ 群馬県桐生市境野町6－460 49,140 44.7

株式会社データ・アート 東京都渋谷区東1－3－10 32,618 29.7

双日株式会社 東京都港区赤坂6-1-20 3,200 2.9

株式会社アミューズメントプロ
モーション 

東京都渋谷区恵比寿1－21－10 2,500 2.3

日本電動式遊技機工業協同組合 東京都台東区上野1－15－4 2,400 2.2

株式会社たいよう共済 東京都千代田区平河町2－3－6 2,000 1.8

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町6 1,600 1.5

株式会社セキュア・テック 神奈川県横浜市神奈川区栄町17－2 1,150 1.0

マミヤ・オプティカル・セキュ
リティシステム株式会社 

東京都文京区後楽1－2－2 1,150 1.0

 京楽産業株式会社 愛知県名古屋市中区錦3－24－4 900 0.8

 グローリー・リンクス株式会社 東京都台東区上野7－12－14 900 0.8

 株式会社ニューギン 愛知県名古屋市中村区烏森町3－56 900 0.8

計 ― 98,458 89.5 



  

（６） 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

  

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

  

（７） 【ストックオプション制度の内容】 

  

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

110,000 
110,000

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式 

端株 
― 

― ― 

発行済株式総数 110,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 110,000 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

（１） 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

（２） 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

  

３ 【配当政策】 

当社は、株主への適正な利益還元を最も重要な経営課題の一つと考えており、財務面での健全性を維持しつつ、長期にわた

り安定した配当を継続していくことを利益配分についての基本方針としております。また、当社は平成13年３月期以降、１株

当たり2,500円の配当を継続して行っており、上場後も、配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ長期にわたり安定

した配当を継続する所存であります。 

また、内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開を踏まえて商品開発・設備投資・販売の強化等に有効に活用

し、業績の一層の向上に努めてまいります。 

このような方針に基づき、第17期につきましても、１株につき2,500円の配当を実施しました。 

  

  

４ 【株価の推移】 

（１） 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

平成18年３月31日現在における当社株式は、非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので、該当する事項はありませ

ん。 

なお、当社株式は、平成18年４月12日からジャスダック証券取引所に上場されております。 

  

（２） 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

平成18年３月31日現在における当社株式は、非上場であり、かつ店頭登録もしておりませんので、該当する事項はありませ

ん。 

なお、当社株式は、平成18年４月12日からジャスダック証券取引所に上場されております。 

  



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
社   長 

 
  寺内 弘行 昭和12年８月８日

昭和36年４月 
平成５年６月 
平成９年５月 
平成９年６月 

住友商事株式会社入社 
同社取締役 
当社顧問 
当社代表取締役社長 
（現任） 
  
  
  

700 

取締役 営業本部長 岩井 慶一 昭和22年９月18日

昭和45年４月 
平成７年11月 
平成10年６月 
平成14年４月 
平成15年10月 
平成16年７月 
  
平成18年６月 

住友商事株式会社入社 
当社業務部長 
当社取締役 
当社常務取締役 
当社専務取締役 
当社専務取締役 
営業本部長 
当社取締役専務執行役員 
営業本部長（現任） 

－ 

取締役 技術開発 
本 部 長 

前山 義孝 昭和26年７月８日

昭和44年８月 
昭和58年８月 
昭和62年１月 

  
平成元年１月 

  
平成12年３月 

  
平成17年５月 
平成17年６月 
平成18年６月 

  

有限会社ミクロ製作所入社 
株式会社愛和商事入社 
コスモ・イーシー株式会社 
入社 
九州コスモシステム株式会
社取締役 
コスモ・イーシー株式会社 
取締役 
当社顧問 
当社専務取締役 
当社取締役専務執行役員 
技術開発本部長（現任） 
  

－ 

  
取締役 管理本部長 

  
堀 幹千代 

  
昭和36年4月９日 

昭和59年４月 
平成11年４月 
平成13年２月 
  
平成15年10月 
  
平成17年６月 
  
平成18年６月 

  
三井鉱山株式会社入社 
株式会社ＳＡＮＫＹＯ入社 
日本アドバンストカードシス
テム株式会社入社 
当社執行役員 
管理副本部長 
当社常務執行役員 
管理本部長 
当社取締役常務執行役員 
管理本部長（現任） 
  

  
  

  

  

－ 



  

        
 （注）１．監査役 筒井公久及び関口正夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ２．当社は、執行役員制度を採用しており、現在以下の５名の執行役員を任命しております。 

      なお、（※）の３名については取締役を兼任しております。 

専務執行役員営業本部長           岩井 慶一（※） 

専務執行役員技術開発本部長         前山 義孝（※） 

常務執行役員管理本部長           堀 幹千代（※） 

執行役員調査室長              髙島  洋 

執行役員営業副本部長兼東日本統轄部長    森  直俊 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

監査役 
（常勤）   佐藤 隆二 昭和15年２月11日

昭和37年４月 
平成８年３月 
  
  
平成８年10月 
  
平成15年６月 
平成15年10月 
平成16年６月 

三井物産株式会社入社 
日本アドバンストカー
ドシステム株式会社 監
査役 
同社常務取締役 
  
同社顧問 
当社顧問 
当社常勤監査役(現任) 

  

－ 

監査役 
   筒井 公久 昭和28年４月１日

平成３年９月 
平成10年６月 
平成14年６月 

  
平成14年７月 
  
  
平成５年６月 

  
  

平成13年３月 
  
  

平成14年６月 

株式会社ＳＡＮＫＹＯ入社 
同社取締役社長室長 
同社常務取締役 
社長室長 
同社常務取締役 
経営企画室長（現任） 
（現経営企画部長） 
インターナショナルカード
システム株式会社 
取締役（現任） 
日本アドバンストカー
ドシステム株式会社 監
査役 
当社監査役（現任） 

  

－ 

監査役 
   関口 正夫 昭和32年７月８日

平成12年３月 
  

  
平成12年２月 
  
平成14年６月 

 
株式会社コスモ・スタジオ 
(現株式会社データ・アート） 
取締役（現任） 
日本アドバンストカード 
システム株式会社 監査役 
当社監査役（現任） 
  

－ 

       計 700 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１） コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営と業務執行の分離により、コーポレート・ガバナンスの強化を図るとともに経営の効率化をより一層図るた

め、平成15年10月１日付をもって執行役員制度を導入しております。また監査機能の強化を図る等コンプライアンス並びに

経営のチェック機能強化を目指しております。当社では、会社の経営が誰のために行われているかを明らかにし、株主の視

点に立って、経営の効率性や経営の公正性をチェックすることを大原則として考えております。 

  

（２） コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 執行役員制度の導入 

[導入の主旨] 

・取締役会を経営方針の決定及び業務執行の監督を行う機関として明確に位置付け、取締役会及び取締役の意思決定及

び監督機能強化を図ります。 

・従来の取締役を経営判断を行う商法上の取締役と業務執行を担う執行役員に分離し、責任の明確化を図ります。 

・取締役会の活性化及び意思決定の迅速化を図ります。 

[責任の明確化] 

・本制度の導入により、取締役は会社全体に関する経営判断、業務執行の監督及び商法上必要な決議に対して責任を負

い、取締役会において選任される執行役員は各々が担当する事業及び業務領域において、取締役会が決定した経営方

針に従って業務執行にあたるとともにその責任を負うこととなります。 

  

② 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状況 

  

・経営管理組織（平成18年３月31日現在） 

  

 



・取締役会及び取締役 

取締役会は平成18年３月31日現在、５名の取締役で構成されております。毎月開催される定時取締役会のほか、

必要に応じて臨時取締役会も開催され、経営上の重要な意思決定や業務執行に対する監督を行っております。また

業務執行役員も含め、毎月開催される経営会議や戦略会議をはじめとする各種重要会議に参加し、取締役会決議事

項の事前審議や経営に係る重要戦略等経営全般に関する様々な討議を積極的に行っております。 

  

・監査役会及び監査役 

平成18年３月31日現在、監査機能の強化として常勤監査役１名の他に２名の社外監査役を選任し、３名体制とし

ております。当社では、各監査役が公正かつ客観的視点をもって、実態を正確に把握し、予防監査の視点から各種

リスク発生の未然防止・危機対応の体制整備に向けて、法令・諸ルール遵守等のコンプライアンスの徹底を図り、

一層の監査機能の充実に注力することにより、企業の健全な発展が実現するものと考えております。また、取締役

会はもとより、経営会議にも参加し、日々、取締役及び業務執行役員の執務状況をチェックしております。 

  

・内部監査及び監査役監査の状況 

監査及び内部牽制機能につきましては、監査役による業務執行や財政状況の調査及び経営監査を通して健全性及

び透明性の徹底を図っているほか、当社では内部監査室を設置し、会社の業務活動が適正かつ効率的に行われてい

るかを監査しております。内部監査室では牽制機能の向上を目指し、より客観性を高めるため社長直轄の組織とし

て独立性の維持に努めております。また内部監査の体制としては、専任者１名の他必要に応じて２名から５名程度

の内部監査人を指名し、円滑な監査ができるよう十分な要員体制をとっております。内部監査室、監査役並びに会

計監査人の三者がより緊密な連携を保つため、積極的に情報交換を行い、内部監査の結果を活用する等効率的な監

査を目指し、監査の有効性を高めるように努めております。なお、監査役監査及び内部監査の具体的な手続につい

ては以下のとおりであります。 

  

〔監査役監査の手続〕 

(立案) 

予め前年度の監査状況を十分踏まえて、重要性、適時性その他必要な要素を考慮し、監査方針及び年度監査計画

書を監査役全員で協議の上、立案・決定しております。また年度監査計画書には、監査方針、監査業務の分担、監

査項目、監査スケジュールを記載しております。 

(実施) 

監査実施にあたって、年度監査計画書に基づき、監査項目に従い、議事録、稟議書、契約書その他関係書類の閲

覧を行うとともに、内部監査室よりの内部監査のヒアリング、関係者へのヒアリング、会計監査人による監査への

立会い、実地調査等の方法により監査を実施しております。また取締役会へ出席し、必要に応じて意見を述べる等

取締役の業務遂行状況の監査を実施しております。 

  



(報告等) 

期末監査終了後、監査の状況について会計監査人と意見交換を行った上で、監査報告書を作成し、社長へ提出し

ております。また定時株主総会に出席して監査報告を行っております。 

  

〔内部監査の手続〕 

(立案) 

前年度の監査状況を踏まえ、年度監査計画書（方針、項目、年間スケジュール、対象部門及び担当者）を作成

し、社長の承認を得ます。さらに、年度監査計画書に基づき、各部門に対する個別実施計画書（項目、時期、対象

部門及び担当者）を作成し、社長の承認を得ます。なお、社長の命により必要に応じて特命監査を臨時に実施する

ことになっております。 

(実施) 

監査の実施にあたっては、内部監査実施通知書を予め監査対象部門に通知し、実施します。監査の方法に関して

は監査対象部門における部門長並びに実務担当者等へのヒアリング、帳票類による確認、実地監査等により行いま

す。 

(報告等) 

監査実施後、速やかに監査報告書（実施日、対象部門、対象期間、担当者、意見及び勧告事項）を作成し、社長

への報告・承認を得た上で、監査報告書の写しを対象部門の責任者へ送付すると同時に関係各部門にも回覧してお

ります。監査報告書の内容によっては、関係部門による検討会を行い、監査項目の見直しを行う等今後の業務改善

につなげております。 

(改善等) 

監査報告書で勧告事項がある場合、対象部門の責任者は速やかに改善策及び実施状況等を改善報告書として、社

長へ提出することになっております。また内部監査室では改善状況の確認のため、必要に応じて帳票類の確認やヒ

アリングを実施致します。 

  

・予算統制 

年初に取締役会で承認された予算に対し、業務の遂行状況がどのように推移しているかを、毎月開催される取締

役会で業務執行役員より報告しております。役員の監督機能を発揮し、業務執行責任の明確化を図るためにも、必

要不可欠なものと考えます。 

  

③ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社では社外取締役を選任しておりませんが、監査役に関しては商法上の要請もあり、過半数を超える監査役について

は社外より人選する方針です。現在は３名のうち２名が社外監査役となっており、社外監査役筒井公久は株式会社ＳＡＮ

ＫＹＯの常務取締役であり、同社は当社との間において取引関係がありますが通常の商取引であります。社外監査役関口

正夫は株式会社データ・アートの取締役であり、平成18年３月31日現在、同社は当社との間において取引関係はありませ

ん。なお、社外監査役と当社との間には取引関係はなく、資本的・人的関係を有さず、その他特別な利害関係はありませ

ん。 

  



④ 会計監査人との契約状況 

当社では、会計監査人として中央青山監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。 

ａ 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

   山﨑博行（中央青山監査法人） 

   石井哲也（中央青山監査法人） 

ｂ 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 10名 

会計士補  ４名 

その他   ３名 

  

⑤ 役員報酬及び監査報酬 

平成18年３月期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

あります。 

  

ａ 取締役及び監査役に対する役員報酬 

  

     

（注）１．株主総会の決議による取締役年間報酬限度額は200,000千円（平成９年６月26日株主総会決議）、監査役年間報酬限度額は

30,000千円（平成４年６月29日株主総会決議）であります。 

２．平成18年３月末現在の取締役の人数は５名、監査役の人数は３名であります。そのうち非常勤監査役２名（社外監査役）

に対しては、報酬を支払っておりません。 

  

  

ｂ 監査法人に対する監査報酬 

  

   公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   20,000千円 

      上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

  

  

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員 

（名） 

支給額 

（千円） 

支給人員 

（名） 

支給額 

（千円） 

支給人員 

（名） 

支給額 

（千円） 

定款又は株主総会決議に

基づく報酬 

  

6 

  

69,573 

  

1 

  

  

12,000 

  

7 

  

  

81,573 

利益処分による役員賞与   

― 

  

  

― 

  

  

― 

  

  

― 

  

  

― 

  

  

― 

  

  

計 

  

6 

  

  

69,573 

  

1 

  

  

12,000 

  

7 

  

  

81,573 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関

する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び当事業年度

(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成18年３月８日に提出した有価証券届出書に添付されたものを利用しております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

（１） 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

  

   
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     15,953,342     13,130,458   

２ 受取手形     161,448     54,491   

３ 営業未収入金     11,173,138     7,949,439   

４ 売掛金     2,490,567     2,975,892   

５ 有価証券     7,647,919     5,519,249   

６ 商品     4,193,527     2,578,086   

７ 製品     235,310     194,616   

８ 原材料     238,556     128,541   

９  貯蔵品     5,250     2,572   

10 前払費用     74,294     108,130   

11 繰延税金資産     951,618     481,435   

12 営業保証金     2,300,000     ―   

13 その他     216,889     178,720   

 貸倒引当金     △76,593     △44,133   

流動資産合計     45,565,270 87.6   33,257,500 71.8 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   344,410     195,114     

減価償却累計額   △164,744 179,665   △54,367 140,746   

(2) 工具器具及び備品   988,922     1,631,260     

減価償却累計額   △648,217 340,705   △766,687 864,572   

(3) 土地     311     311   

有形固定資産合計     520,682 1.0   1,005,631 2.2 

２ 無形固定資産               

(1) 特許権     7,298     2,919   

(2) ソフトウェア     739,518     3,376,074   

(3) ソフトウェア仮勘定     1,756,479     ―   

(4) その他     30,905     41,624   

無形固定資産合計     2,534,201 4.9   3,420,618 7.4 



  

  

   
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産             

(1) 投資有価証券 ※１   20,000     5,004,934   

(2) 関係会社株式     1,038,000     1,620,000   

(3) 出資金     5,000     5,000   

(4) 長期貸付金     99,500     97,500   

(5) 破産更生債権等     390,178     498,180   

(6) 長期前払費用     707,393     715,165   

(7) 繰延税金資産     816,048     461,068   

(8) その他 ※１   701,783     516,237   

貸倒引当金     △401,299     △285,738   

投資その他の資産合計     3,376,604 6.5   8,632,349 18.6 

固定資産合計     6,431,488 12.4   13,058,598 28.2 

資産合計     51,996,759 100.0   46,316,099 100.0 

     



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金     4,366,068     3,220,081   

２ カード未精算勘定     17,501,108     11,218,019   

３ 営業未払金     521,994     340,576   

４ 未払金     624,425     596,847   

５ 未払費用     ―     22,139   

６ 未払法人税等     1,276,873     747,064   

７ 預り金     21,861     18,250   

８ 前受収益     288,328     217,373   

９ 賞与引当金     132,416     124,218   

10 製品取替等引当金     ―     36,945   

11 その他     252,308     727   

流動負債合計     24,985,385 48.0   16,542,242 35.7 

Ⅱ 固定負債               

１ 退職給付引当金     141,281     151,951   

２ 役員退職慰労引当金     35,590     45,554   

３ 製品取替等引当金     785,005     785,005   

４ 長期預り金     2,397,319     2,107,739   

５ その他     ―     52,585   

固定負債合計     3,359,195 6.5   3,142,835 6.8 

負債合計     28,344,580 54.5   19,685,077 42.5 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※３   5,500,000 10.6   5,500,000 11.9 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   1,500,000     1,500,000     

資本剰余金合計     1,500,000 2.9   1,500,000 3.2 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   142,000     142,000     

２ 任意積立金               

   別途積立金   7,600,000     7,600,000     

３ 当期未処分利益   8,682,369     11,315,737     

利益剰余金合計     16,424,369 31.6   19,057,737 41.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     227,808 0.4   573,284 1.2 

資本合計     23,652,178 45.5   26,631,021 57.5 

負債及び資本合計     51,996,759 100.0   46,316,099 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

（カード発行高）     (4,087,399,868)     (5,464,258,204)   

Ⅰ 売上高               

１ 機器売上高   16,744,165     14,975,980     

２ カード収入高 ※２ 7,014,475     5,870,288     

３ システム使用料収入   11,233,464     9,541,165     

４ その他収入 ※３ 645,392 35,637,498 100.0 505,015 30,892,451 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 機器売上原価   14,718,969     12,727,154     

２ カード売上原価   2,645,136     1,988,645     

３ システム使用料売上原価   5,134,004     4,388,439     

４ その他の売上原価   585,401 23,083,512 64.8 520,010 19,624,250 63.5 

売上総利益     12,553,985 35.2   11,268,200 36.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※4、 
5 

  7,964,807 22.3 6,588,413 21.3

営業利益     4,589,177 12.9   4,679,787 15.2 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   6,227     7,676     

２ 有価証券利息   11,974     21,053     

３ 受取配当金 ※１ 9,000     16,000     

４ 受取保険料   6,242     217,181     

５ 受取保証料   12,088     ―     

６ その他   8,200 53,734 0.2 19,329 281,241 0.9 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   4,489     3,479     

２ 支払保証料   27,288     29,338     

３ 固定資産除却損 ※６ 13,459     ―     

４ その他   8,076 53,314 0.2 2,818 35,636 0.1 

経常利益     4,589,597 12.9   4,925,391 16.0 



  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 情報開示料収入 ※７ ―     100,050     

２ 債務整理益 ※８ ― ― ― 62,338 162,388 0.5 

Ⅶ 特別損失               

１ 臨時償却費 ※９ 881,423     ―     

２ 固定資産除却損 ※10 307,606     112,016     

３ 減損損失 ※11 ―     277,788     

４ その他   47,148 1,236,178 3.5 ― 389,804 1.3 

税引前当期純利益     3,353,419 9.4   4,697,974 15.2 

法人税、住民税及び事業税   1,632,083     1,200,968     

法人税等調整額   △391,625 1,240,457 3.5 588,638 1,789,606 5.8 

当期純利益     2,112,961 5.9   2,908,368 9.4 

前期繰越利益     6,569,408     8,407,369   

  当期未処分利益     8,682,369     11,315,737   

       



売上原価明細書 

（イ）機器売上原価明細 

（注） 

  

  

  

  

  

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日） 

区分 
注記番

号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

 期首商品たな卸高     2,388,125 12.1   4,193,527 27.3 

 当期商品仕入高     17,286,866 87.9   11,142,889 72.7 

     計     19,674,991 100.0   15,336,417 100.0 

 他勘定振替高 ※１   928,409     193,600   

 期末商品たな卸高     4,193,527     2,578,086   

     合計     14,553,054     12,564,730   

  その他 ※２   165,914     162,423   

機器売上原価     14,718,969     12,727,154   

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

  至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

※１ 他勘定振替高の内訳 

   (他勘定への振替高) 

   (他勘定からの振替高) 

    カード売上原価            △2,945千円 

他勘定振替高の合計     928,409千円 

※２  機器売上原価「その他」の内容は次のとおりであり

ます。 

    賃借料                    161,038千円 

    減価償却費                  4,876千円 

  

販売費及び一般管理費 875,941千円 

有形固定資産 55,412千円 

   計 931,354千円 

※１ 他勘定振替高の内訳 

   (他勘定への振替高) 

    

  

  

※２  機器売上原価「その他」の内容は次のとおりであり

ます。 

    賃借料                    156,311千円 

    減価償却費                  6,112千円 

  

販売費及び一般管理費 102,436千円 

有形固定資産 91,164千円 

   計 193,600千円 



（ロ）カード売上原価明細 

（注） 

  

  

  

  

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記番

号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

 期首製品たな卸高     440,040     235,310   

 当期製品製造原価               

１ 材料費   1,962,034   81.3 1,567,596   81.3 

２ 労務費 ※２ 77,064   3.2 57,873   3.0 

３ 経費 ※３ 374,373   15.5 302,512   15.7 

当期総製造費用     2,413,472 100.0   1,927,982 100.0 

計     2,853,512     2,163,293   

 他勘定振替高 ※４   10,098     10   

  期末製品たな卸高     235,310     194,616   

    合計     2,608,103     1,968,666   

 その他 ※５   37,033     19,979   

  カード売上原価     2,645,136     1,988,645   

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

   至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

１ 原価計算の方法  

実際総合原価計算 

※２ 労務費には次のものが含まれております。 

※３ 経費には次のものが含まれております。 

※４ 他勘定振替高の内訳 

※５ その他の主なものは次のとおりであります。  

賞与引当金繰入額 5,786千円 

退職給付費用 14,111千円 

外注加工費 190,000千円 

賃借料 84,736千円 

地代家賃 11,454千円 

機器売上原価 2,945千円 

販売費及び一般管理費 7,153千円 

計 10,098千円 

エラーカード補償費用 30,268千円 

使用済カード焼却費用 6,764千円 

１ 原価計算の方法  

同左 

※２ 労務費には次のものが含まれております。 

※３ 経費には次のものが含まれております。 

※４ 他勘定振替高の内訳 

  

  

※５ その他の主なものは次のとおりであります。  

賞与引当金繰入額 2,341千円 

退職給付費用 6,819千円 

外注加工費 135,000千円 

賃借料 77,490千円 

地代家賃 6,802千円 

販売費及び一般管理費 10千円 

エラーカード補償費用 17,289千円 

使用済カード焼却費用 2,689千円 



（ハ）システム使用料売上原価明細 

（注）                                 

  

  

（ニ）その他の売上原価明細 

（注） 

  

  

  

  

  

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

 経費 ※１   5,134,004 100.0   4,388,439 100.0 

 システム使用料売上原価     5,134,004 100.0   4,388,439 100.0 

前事業年度 

（自平成16年４月１日 

    至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

※１ 経費の主な内容は次のとおりであります。 

業務委託費    2,851,892千円 

賃借料      1,095,383千円 

支払手数料     532,484千円 

修繕費        88,108千円 

減価償却費     546,205千円 

※１ 経費の主な内容は次のとおりであります。 

業務委託費    2,187,155千円 

賃借料      1,280,233千円 

支払手数料     486,171千円 

修繕費        20,605千円 

減価償却費     414,272千円 

  

  

  

  

前事業年度 

 （自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記番

号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

 経費 ※１   585,401 100.0   520,010 100.0 

 その他の売上原価     585,401 100.0   520,010 100.0 

前事業年度 

 （自平成16年４月１日 

     至平成17年３月31日） 

当事業年度 

（自平成17年４月１日 

  至平成18年３月31日） 

※１ 経費の内訳は次のとおりであります。 

業務委託費          579,477千円 

      減価償却費                      5,924千円 

※１ 経費の内訳は次のとおりであります。 

業務委託費          509,179千円 

      減価償却費                     10,831千円 



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税引前当期純利益   3,353,419 4,697,974 

減価償却費   995,804 1,058,703 

減損損失   ― 277,788 

長期前払費用償却   187,555 243,697 

固定資産除却損   321,065 114,645 

臨時償却費   881,423 ― 

製品取替等引当金の増加額   400,790 36,945 

貸倒引当金の増加額 
（減少額(△)） 

  258,155 △148,020 

その他引当金の増加額  12,313 12,435 

受取利息及び受取配当金   △27,202 △44,730 

支払利息及び支払保証料   31,778 32,818 

売上債権の減少額   8,781,469 2,737,328 

たな卸資産の減少額 
（増加額(△)） 

 △1,772,697 1,666,391 

仕入債務の増加額 
（減少額(△)） 

 2,057,127 △1,327,404 

カード未精算勘定の減少額   △14,028,298 △6,283,089 

未収入金の減少額 
（増加額(△)） 

  19,025 △13,641 

未払金の増加額 
（減少額(△)） 

  △420,053 65,720 

長期預り金の減少額   △543,210 △289,579 

その他   54,982 △296,487 

小計   563,449 2,541,496 

利息及び配当金の受取額   15,698 28,887 

利息の支払額   △33,669 △34,001 

法人税等の支払額   △858,854 △1,730,777 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △313,376 805,605 



  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有価証券の取得による支出   △13,189,846 △6,297,247 

有価証券の償還による収入   16,700,990 9,448,048 

有形固定資産の取得による支出   △143,784 △876,268 

有形固定資産の除却による支出   △54,054 △1,516 

無形固定資産の取得による支出   △1,478,775 △1,860,816 

投資有価証券の取得による支出   ― △4,991,960 

貸付による支出   △100,000 ― 

保険積立金の解約による収入   85,958 441,443 

差入保証金の差入による支出   △124,949 △119,039 

差入保証金の解約による収入   67,022 214,434 

営業保証金の回収による収入   ― 2,300,000 

長期前払費用の取得による支出   △129,500 △612,607 

その他   △126 2,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー   1,632,936 △2,353,528 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

配当金の支払額   △275,000 △275,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △275,000 △275,000 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(減少額(△))   1,044,559 △1,822,923 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   16,908,653 17,953,213 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   17,953,213 16,130,290 



④ 【利益処分計算書】 

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度 

(平成17年６月23日) 

当事業年度 

(平成18年６月20日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益     8,682,369   11,315,737 

Ⅱ 利益処分額           

1 配当金   275,000   275,000   

2  役員賞与金 

   （うち監査役分） 

  

― 

( ―) 

  

275,000 

15,500 

(1,500) 

  

290,500 

Ⅲ 次期繰越利益     8,407,369   11,025,237 

     



重要な会計方針 

  

項目 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評

価方法 

  

  

  

  

(1) 満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)によっておりま

す。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。(評価差額は

全部資本直入法により処理し売却

原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によって

おります。 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

  

(2) その他有価証券 

同左 

  

  

  

２ たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1) 商品、製品、原材料 

移動平均法による低価法によって

おります。 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法によっておりま

す。 

(1) 商品、製品、原材料 

同左 

  

(2) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

耐用年数及び残存価格につきまし

ては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

但し、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)に

ついては定額法によっておりま

す。 

なお、取得価額10万円以上20万円

未満の資産については、３年間で

均等償却する方法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

耐用年数については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

但し、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。 

(3) 長期前払費用 

均等償却によっております。 

なお、償却期間については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

(3) 長期前払費用 

同左 

  



  

  

  

項目 

  

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 

  

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため

一般債権については合理的に見積っ

た貸倒率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(2)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発

生している額を計上しております。

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(5)製品取替等引当金 

当事業年度以前において販売した

機器の内蔵部品等の取り替えにつ

いて、当社が負担する取替費用の

支出に備えるため、必要な見積額

を計上しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1)貸倒引当金 

同左 

  

  

  

  

  

(2)賞与引当金 

同左 

  

  

(3)退職給付引当金 

同左 

  

  

  

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

  

  

(5)製品取替等引当金 

同左 



  

  

  

項目 

  

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 

  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る会計処理に準じ

た方法によっております。 

同左 

６ キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

  

キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手

許現金、随時引き出し可能な現金及

び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  

(1)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(2)カードの会計処理 

カード発行高は、納品されたカー

ドのカード券面額を示しておりま

す。カード収入高及びカード売上

原価は、券面額を差し引いたカー

ド代金及びその製造コストを示し

ております。また、加盟店との取

引により生じる債権及び債務（営

業未収入金及び営業未払金）につ

いては、券面相当額が含まれてお

ります。債務のカード未精算勘定

は、加盟店に納品されたカードの

券面額のうち未使用のものを示し

ております。なお、カード未精算

勘定は、発行後４年経過した日が

属する事業年度において、法人税

法の規定に基づき規則的に取り崩

しております。当該取崩高は損益

計算書上、カード収入高に含めて

記載しております。 

  

  

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(2)カードの会計処理 

          同左 

  



会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日) 

――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針第

６号」を適用しております。 

これにより税引前当期純利益が202,473千円減少して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日) 

（損益計算書） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「解約精算金」

（当事業年度288千円）は、営業外費用の100分の10以下と

なったため、営業外費用の「その他」に含めて表示するこ

とと致しました。 

  

（貸借対照表） 

前事業年度まで区分掲記しておりました「ソフトウェア

仮勘定」（当事業年度13,125千円）は、資産の総額の100

分の１以下となったため、無形固定資産の「その他」に

含めて表示することと致しました。 

  

（損益計算書） 

前事業年度まで区分掲記しておりました営業外収益の

「受取保証料」（当事業年度10,866千円）は、営業外収

益の100分の10以下となったため、営業外収益の「その

他」に含めて表示することと致しました。 

  

前事業年度まで区分掲記しておりました営業外費用の

「固定資産除却損」（当事業年度2,629千円）は、営業外

費用の100分の10以下となったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示することと致しました。 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第19

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

降に開始する事業年度より「法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」（平成16年２月13日企業会計基準委員会実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上しております。この結

果、販売費及び一般管理費が45,080千円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益が、45,080千円減少し

ております。 

―――――――――――― 



(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日)  

※１ 

  (1)履行保証保険の実行に対して保険料積立金24,377
千円が担保に供されております。 

  

  

  

  

※１ 

(1)履行保証保険の実行に対して保険料積立金24,377
千円が担保に供されております。 

  

(2)財務局への前払式証票の発行保証金の供託に対し
て4,954,934千円が担保に供されております。 

  

 

  

２ 加盟店469店舗のリース契約に伴う債務に対して
3,388,202千円の引取保証を行っております。 

  

  

  

２ 加盟店494店舗のリース契約に伴う債務に対して
3,574,768千円の引取保証を行っております。 

  

  

※３ 授権株式数      普通株式     400,000株 

発行済株式総数    普通株式    110,000株 

  

  

※３ 授権株式数      普通株式     400,000株 

発行済株式総数    普通株式    110,000株 

  

  

 

  

４ 受取手形裏書譲渡高               59,719千円 

  

  

  

４ 受取手形裏書譲渡高               38,602千円 

  

  

５ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号の規定により、配当
に充当することが制限されている金額は227,808
千円であります。 

  

５ 配当制限 

旧商法施行規則第124条第３号の規定により、配
当に充当することが制限されている金額は
573,284千円であります。 

  

 

     



(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 受取配当金9,000千円は、関係会社からのものと
なっております。 
  

※１
―――――――――――― 

※２ カード収入高には、カード未精算勘定取崩高
3,109,929千円が含まれております。 

  

※２ カード収入高には、カード未精算勘定取崩高
2,761,447千円が含まれております。 

※３ その他収入の主な内容は、貸与通信設備の設置料
収入637,348千円であります。 

  

※３ その他収入の主な内容は、貸与通信設備の設置料
収入460,156千円であります。 

  
※４ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
        給与手当                   1,014,884千円 
        賞与引当金繰入額             113,396千円 
        役員退職慰労引当金繰入額      15,141千円 
        退職給付費用                  23,105千円 
        運賃荷造費                   559,601千円 
        地代家賃                     522,058千円 
        減価償却費                   523,092千円 
        販売促進費                   661,483千円 
        支払手数料                   997,971千円 
        研究開発費                   903,420千円 
        製品取替等引当金繰入額       785,005千円 
        貸倒引当金繰入額             321,275千円 
           

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の
割合は、概ね次のとおりであります。 

        販売費                     約48.9％ 
一般管理費                 約51.1％ 

  

※４ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
        給与手当                    878,063千円 
        賞与引当金繰入額             101,253千円 
        役員退職慰労引当金繰入額      14,464千円 
        退職給付費用                  18,158千円 
        地代家賃                     586,939千円 
        減価償却費                   782,460千円 
        支払手数料                   905,961千円 
        研究開発費                 1,353,887千円 
        製品取替等引当金繰入額        36,945千円 
        貸倒引当金繰入額              7,861千円 
           
  
  

販売費に属する費用と一般管理費に属する費用の
割合は、概ね次のとおりであります。 

        販売費                     約40.8％ 
一般管理費                 約59.2％ 

  
※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、次のとおりであります。       
        一般管理費                   903,420千円 
      尚、前期まで研究開発費は、主として開発委託先

及び検査機関に対する支出額としておりました
が、当期からこれらに加えて社内経費等研究開発
に係る全ての費用を含めることと致しました。こ
の結果、従来と同一の基準によった場合に比べ
637,909千円の増加となっております。 

  

※５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費は、次のとおりであります。       

        一般管理費                 1,353,887千円 
  
  
  
  
  
  
  

※６ 固定資産除却損（営業外費用）の内容 
        建物                           6,663千円 
        工具器具及び備品               4,904千円 

ソフトウェア                   1,754千円 
        長期前払費用                     137千円 
            計                        13,459千円 
  

※６
―――――――――――― 

  

※７ 
―――――――――――― 

  

※７ 当社の研究開発内容を情報開示したことにより、
その対価を受取っております。 

  
※８ 

―――――――――――― 
  
  

※８  当事業年度以前に発生した債務のなかで内容が不
明のものについて収益計上したものであります。 

  

※９ 次年度に予定している社内業務システムのリリー
ス及び情報管理センターの統合により、来期除却
対象となる現行の社内業務システム等について臨
時償却を行っております。 

      主な内容は次のとおりであります。 
        

工具器具及び備品              56,297千円 
         ソフトウェア                 801,663千円 
         その他                        23,463千円 
            計                        881,423千円 
  

※９
―――――――――――― 

  
  
  
  
  
  
  



  

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※10 固定資産除却損（特別損失）の内容 
         建物（撤去費用含む）         128,569千円 
         工具器具及び備品             104,910千円 

ソフトウェア                  10,502千円 
         長期前払費用                  63,625千円 
            計              307,606千円 
  

※10 固定資産除却損（特別損失）の内容 
         建物（撤去費用含む）          77,448千円 
         工具器具及び備品              19,470千円 

ソフトウェア                   6,055千円 
         長期前払費用                   9,041千円 
            計               112,016千円 
  

※11 
―――――――――――― 

  
  
  
  
  
  

※11  減損損失
      当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上致しました。 
  

  
（経緯） 
当社がサービス提供するホールシステムの一部に
ついて、加盟店舗数が当初の予定より伸びないこ
とから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として認識致しました。 

（減損損失の金額） 
        ソフトウェア                  167,979千円 

工具器具及び備品               36,827千円 
        リース資産                     72,982千円 
            計              277,788千円 
（グルーピングの方法） 

      サービス提供するホールシステムを独立したキャ
ッシュ・フローを生み出す単位として行いまし
た。 

（回収可能価額の算定方法等） 
      使用価値、割引率3.9％ 
  

用途 ホールシステム通信設備 

種類
ソフトウェア
工具器具及び備品 
リース資産 

場所

情報管理センター
（神奈川県横浜市西区） 
ホールシステム加盟店 
（全国） 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

  

  

現金及び預金勘定 15,953,342千円

有価証券勘定 7,647,919千円

計 23,601,261千円

運用期間が３ヶ月を超える
債券他 

△5,648,048千円

現金及び現金同等物 17,953,213千円

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

  

現金及び預金勘定 13,130,458千円

有価証券勘定 5,519,249千円

計 18,649,707千円

運用期間が３ヶ月を超える
債券他 

△2,519,416千円

現金及び現金同等物 16,130,290千円



 (リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

  

  
工具器具 
及び備品 
（千円） 

   
ソフトウェア 
（千円） 

    
合計 
（千円） 

取得価額 
相当額 

5,850,327 
  

2,866,308 
  
8,716,635

減価償却累計
額相当額 

2,422,965 
  

1,330,931 
  
3,753,896

期末残高 
相当額 

3,427,361 
  

1,535,376 
  
4,962,738

   

工具器具
及び備品 
（千円） 

ソフトウェア 
（千円） 

    
合計 
（千円） 

取得価額
相当額 

6,343,362 2,969,915 
  
9,313,277

減価償却累計
額相当額 

2,511,227 1,451,081 
  
3,962,309

減損損失累計
額相当額 

72,982 ― 
  

72,982

期末残高
相当額 

3,759,152 1,518,833 
  
5,277,986

②未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 2,006,313千円

１年超 3,108,517千円

合  計 5,114,831千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高 

  

１年内 1,815,886千円

１年超 3,599,141千円

合  計 5,415,028千円

 

リース資産減損勘定期末残高 52,585千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

   

  

  

支払リース料 2,297,376千円

減価償却費相当額 2,059,189千円

支払利息相当額 223,715千円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

     

支払リース料 2,055,149千円

リース資産減損勘定の取崩額 20,396千円

減価償却費相当額 1,855,277千円

支払利息相当額 194,975千円

減損損失 72,982千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

   利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

④  減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

   利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月 1日 
至 平成18年３月31日) 

（貸主側） 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

（貸主側） 

 ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高 

  

  
工具器具 
及び備品 
（千円） 

  

取得価額 309,594 
  

減価償却 
累計額 

72,830 
  

期末残高 236,763 
  

工具器具
及び備品 
（千円） 

取得価額 958,290

減価償却
累計額 

252,973

期末残高 705,317

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

(注) 未経過リース料期末残高相当額及び見積残存価

額の残高の合計額は、営業債権の期末残高等に

占めるその割合が低いため、利息相当額を控除

しない方法によっております。 

  

１年内 115,533千円

１年超 127,294千円

合  計 242,828千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

(注) 未経過リース料期末残高相当額及び見積残存価

額の残高の合計額は、営業債権の期末残高等に

占めるその割合が低いため、利息相当額を控除

しない方法によっております。 

１年内 261,527千円

１年超 606,085千円

合  計 867,613千円

③  受取リース料及び減価償却費 

  

受取リース料 78,350千円

減価償却費 78,350千円

③  受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 207,278千円

減価償却費 207,278千円

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

   未経過リース料 

  

（貸主側） 

   未経過リース料 

  

  

１年内 70,963千円

１年超 81,936千円

合  計 152,900千円

１年内 27,532千円

１年超 ― 千円

合  計 27,532千円

２．オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

   未経過リース料 

  

（貸主側） 

   未経過リース料 

  

  

１年内 57,855千円

１年超 19,995千円

合  計 77,851千円

１年内 15,134千円

１年超 ― 千円

合  計 15,134千円



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

  

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

満期保有目的の債券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

  

  

区分 
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

貸借対照表日に
おける時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

時価が貸借対照表計上額を 
超えるもの 

6,598,739 6,599,048 309

合計 6,598,739 6,599,048 309 

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

 

①株式 654,225 1,038,000 383,775 

合計 654,225 1,038,000 383,775 

内容 
貸借対照表計上額

(千円) 

①コマーシャル・ペーパー 999,180 

②国内私募債 70,000 

合計 1,069,180 

区分 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

①債券         

社債 50,000 20,000 ― ― 

その他 7,600,000 ― ― ― 

合計 7,650,000 20,000 ― ― 



当事業年度(平成18年３月31日) 

  

  

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

満期保有目的の債券 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額 

  

  

区分 
貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

貸借対照表日に
おける時価 
(千円) 

差額 
(千円) 

時価が貸借対照表計上額を 
超えるもの 

4,499,572 4,499,643 71

時価が貸借対照表計上額を 
超えないもの 

4,954,934 4,903,800 △51,134

合計 9,454,506 9,403,443 △51,063 

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表日における
貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

 

①株式 654,225 1,620,000 965,775 

合計 654,225 1,620,000 965,775 

内容 
貸借対照表計上額

(千円) 

①コマーシャル・ペーパー 999,677 

②国内私募債 70,000 

合計 1,069,677 

区分 
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

①債券         

国債・地方債等 ― 5,000,000 ― ― 

社債 20,000 50,000 ― ― 

その他 5,500,000 ― ― ― 

合計 5,520,000 5,050,000 ― ― 



 (デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．採用している退職給付金制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を

設けております。 

２．退職給付債務に関する事項 

 (注)退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

  

  

  
  

①退職給付債務 141,281千円 

②退職給付引当金 141,281千円 

①退職給付費用  40,595千円 

１．採用している退職給付金制度の概要 

同左 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 (注)退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用

しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

①退職給付債務 151,951千円 

②退職給付引当金 151,951千円 

①退職給付費用 27,704千円 



(税効果会計関係) 

  

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 

（繰延税金資産） 

  賞与引当金繰入超過額       53,814千円 

  貸倒引当金繰入超過額       193,955千円 

  未払事業税           103,178千円 

  たな卸資産評価損         427,205千円 

  製品取替等引当金繰入額      319,026千円 

  固定資産等償却超過額      669,232千円 

会員権評価損              71,258千円 

その他             85,962千円  

繰延税金資産合計       1,923,633千円 

  

  

  

（繰延税金負債） 

  その他有価証券評価差額金    155,966千円 

繰延税金負債合計        155,966千円 

  繰延税金資産の純額      1,767,667千円 

  

２  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 

  負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

    法定実効税率                    40.6％ 

    (調整) 

    試験研究費等の税額控除         △5.4％ 

    その他                           0.2％ 

  

  

  接待交際費等永久に損金に 

  算入されない項目 
1.6％ 

  税効果会計適用後の 

  法人税等の負担率 
37.0％ 

1  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（繰延税金資産） 

  
  
（繰延税金負債） 

  

 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率             40.6％ 

(調整) 

  

  

賞与引当金繰入超過額 50,482千円

貸倒引当金繰入超過額 140,168千円

未払事業税 63,669千円

たな卸資産評価損 223,272千円

製品取替等引当金繰入額 334,040千円

固定資産等償却超過額 378,990千円

会員権評価損 71,258千円

その他 135,018千円

繰延税金資産小計   1,396,901千円

評価性引当額   △61,906千円

繰延税金資産合計   1,334,995千円

その他有価証券評価差額金   392,490千円

繰延税金負債合計   392,490千円

繰延税金資産の純額   942,504千円

接待交際費等永久に損金に算
入されない項目 

 0.8％ 

試験研究費等の税額控除  △6.2％ 

評価性引当額  1.3％ 

法人税等更正納付額  1.2％ 

その他  0.4％ 

税効果会計適用後の 
法人税等の負担率  38.1％ 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。 

      ２．株式会社データ・アートは、平成17年３月１日付で議決権等の所有割合が20.0％から19.9％に変更となったため、その他

の関係会社から主要株主に属性を変更しております。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1．社内業務システム開発費の支払については、同業下請業者の価格を勘案し、価格交渉のうえ決定しております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

  

（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

   ２．三立企業株式会社は、当社取締役毒島秀行及びその近親者が議決権の100％を所有しております。 

      ３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1．製品及びカードシステムの使用料収入については、通常の取引価格であります。 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等

事業上
の関係 

  
法人主

要株主 

  
㈱データ 
・アート 

  

  
東京都 
渋谷区 

 

200,000

  
アミューズ

メント機器

画像表示ソ

フト開発、

映像・音声

編集業務 

  
所有 なし 
被所有 
直接19.9 
  

 

兼任 
１名

 

社内業務 
システム

の 開 発、

通信機器

の賃貸 

※1

社内業務シ

ステム開発

費の支払 

 

788,000 
  
－ 

  
－ 

                    

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の 
内容又 
は職業 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合 
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 
役員の
兼任等

事業上
の関係 

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

自己の

計算に

おいて

所有し

ている

会社等

並びに

当該会

社等の

子会社 

  
三立企業㈱ 

  
群馬県 
桐生市 

  
60,000 

 

パチンコ 
遊技場 

  
所有 なし 
被所有なし

 

兼任 
なし 

 

当社加盟

店（当社

製品の購

入、カー

ドシステ

ム の 使

用） 

(カード発行高)

  
※1 
製品の売上 

(1,444,275)
  
  

5,793 

  
  
  
営業 
未収入金 

 

 

 

30,172

※1

カードシステ

ムの提供 

  
9,035 

  
前受収益 
長期 
預り金 

 

4,048

4,000



  

（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1．上記取引は、社会通念上認められる負担割合にて決定されております。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

  
役員及

びその

近親者 

  
寺内弘行 

  
― 

  
― 

 

代表取締役

社長 

  
所有 なし 
被所有 0.6 

 

― 
 

― 
※1

社宅家賃 
 

4,080 
  

その他流

動資産 

  
340 

    
  
役員及

びその

近親者 

  
岩井慶一 

  
― 

  
― 

 

専務取締役 
  
所有 なし 
被所有なし 

 

― 
 

― 
※1

社宅家賃 
 

1,176 
  

その他流

動資産 

  
98 

    



当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２．三立企業株式会社は、当社会長毒島秀行及びその近親者が議決権の100％を所有しております。 

３．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1．製品及びカードシステムの使用料収入については、通常の取引価格であります。 

  

（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1．上記取引は、当社「役員賃借社宅規程」に基づき決定されております。 

  

２ 兄弟会社等 

（注）１．上記取引金額は消費税等を含んでおりません。また、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1．商品の仕入等の支払については、価格交渉のうえ、決定した価格に基づいて支払っております。 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
自己の
計算に
おいて
所有し
ている
会社等
並びに
当該会
社等の
子会社 

  
三立企
業㈱ 
  

  
群馬県
桐生市 

  
60,000 

  
パチンコ 
遊技場 

  
所有 なし 
被所有なし 

兼任 
なし 

当社加盟
店（当社
製品の購
入、カー
ドシステ
ム の 使
用） 

( カ ー ド 発行
高) 
  
※1 
製品の売上 
  

(3,092,583) 
  
  

3,721 

  
  
  
営業 
未収入金 

 
 

31,802
 

※1
カードシステム
の提供 

  
10,566 

  
前受収益 
  
長期 
預り金 

  
4,888
 

4,000

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

  
役員及

びその

近親者 

  
寺内弘行 

  
― 

  
― 

 

代表取締役

社長 

  
所有 なし 
被所有 0.6 

 

― 
 

― 
※1

社宅家賃 
 

4,080 
  

その他流

動資産 

  
340 

    
  
役員及

びその

近親者 

  
岩井慶一 

  
― 

  
― 

 

専務取締役 
  
所有 なし 
被所有なし 

 

― 
 

― 
※1

社宅家賃 
 

1,176 
  

その他流

動資産 

  
98 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又は 
出資金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)割
合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の

兼任等
事業上
の関係 

  
その他

の関係

会社の

子会社 

  
イ ン タ

ー ナ シ

ョ ナ ル

カ ー ド

シ ス テ

ム㈱ 

  
東京都 
渋谷区 

  
151,300 

  
パチンコホー

ル内システム

機器の構築・

設計・開発管

理・販売 

  
所有 なし 
被所有なし 

 

兼任 
１名

 

ソフトウエア

の開発、当社

商品及び通信

設備周辺機器

の購入 

※1 

商品の仕入 

 

1,725,800

  

買掛金 

 

785,623



  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

  

  

  

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

  

  

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 215,019円80銭 １株当たり純資産額 241,959円28銭 

１株当たり当期純利益 19,208円73銭 １株当たり当期純利益 26,298円80銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりませ
ん。 

同左

項目 第16期 第17期 

損益計算書上の当期純利益(千円) 2,112,961 2,908,368 

普通株式に係る当期純利益(千円) 2,112,961 2,892,868 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 

  利益処分による役員賞与金 

  

― 

  

15,500 

普通株式の期中平均株式数(株) 110,000 110,000 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【債券】 

  

  

  

銘柄 券面総額（千円） 貸借対照表計上額(千円) 

有価証券 
満期保有目的の 
債券 

フォレスト・コーポレーション 
東京支店 
資産担保コマーシャルペーパー 
  
  

4,500,000 4,499,572

  
住商リース㈱ 
コマーシャルペーパー 
  
  

1,000,000 999,677

㈱Ｔ＆Ｔ  第１回無担保債 20,000 20,000

小 計 5,520,000 5,519,249 

投資有価証券 
満期保有目的の
債券 

第231回  分離元本国債 3,000,000 2,996,360

第45回  分離元本国債 2,000,000 1,958,573

岩下兄弟㈱ 第２回無担保債 50,000 50,000

小 計 5,050,000 5,004,934 

計 10,570,000 10,524,183 



【有形固定資産等明細表】 

  

  

（注）１ 建物の増減額の主たる内容は、次のとおりであります。 

      増加 東京本社内装工事                         48,669千円 

      減少 大阪千里コンピュータビル閉鎖に伴う設備の除却           95,559千円 

         大阪支店事務所縮小に伴う設備の除却                  50,828千円 

         本社移転に伴う旧設備の除却                        50,120千円 

  

２  工具器具備品の増減額の主たる内容は、次のとおりであります。 

増加 金型の取得                                          360,713千円 

   情報管理センター追加設備                          180,269千円 

   川崎ＥＣセンターエンコード設備                       120,581千円 

   システム評価機器                              100,965千円 

減少 情報管理センター統合に伴う旧設備の除却                    146,075千円 

  

３  ソフトウェアの増減額の主たる内容は、次のとおりであります。 

増加 仮勘定よりの振替(社内業務システム)                   1,671,000千円 

   社内業務システム                              878,780千円 

   新カードシステム用通信機器の開発                          674,600千円 

減少 旧社内システムの除却                                    1,382,419千円 

   情報管理センター統合に伴う旧設備の除却                     497,051千円 

  

４  その他無形固定資産の増減額の主たる内容は、次のとおりであります。 

増加 社内業務システム機能追加                                   12,000千円 

減少 ソフトウェア仮勘定から本勘定への振替(社内業務システム)   1,754,550千円 

  

５  長期前払費用の増減額の主たる内容は、次のとおりであります。 

増加 情報管理センター機能追加                                  611,900千円 

減少 積立保険解約による取崩                                   351,293千円 

       

       なお、当期減少額のうち( )内は内書で減損損失累計額の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産               

 建物 344,410 60,432   209,728 195,114 54,367 23,418 140,746 

 工具器具及び備品 988,922 915,319 
  272,981 

  (36,827) 
1,631,260 766,687 332,760 864,572 

 土地 311 ― ― 311 ― ― 311 

有形固定資産計 1,333,644 975,751 
  482,709 

(36,827) 
1,826,686 821,055 356,178 1,005,631 

無形固定資産               

  特許権 35,032 ― ― 35,032 32,112 4,379 2,919 

 ソフトウェア 3,846,698 3,506,331 
2,159,850 

(167,979) 
5,193,179 1,817,105 695,740 3,376,074 

 その他無形固定資産 1,797,553 13,125 1,756,964 53,713 12,089 2,405 41,624 

無形固定資産計 5,679,284 3,519,456 
3,916,814 

(167,979) 
5,281,925 1,861,307 702,525 3,420,618 

長期前払費用 1,279,039 612,607 373,273 1,518,373 803,207 243,697 715,165 



【社債明細表】 

  

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

     （注）１ 「平均利率」については、期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 
        ２ その他の有利子負債の得意先からの長期預り金については返済期限の定めはありません。 
  

【資本金等明細表】 

  

  

  

【引当金明細表】 

  

（注）１ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権に対する洗替によるものであります。 

  

区 分 前期末残高（千円） 当期末残高（千円） 平均利率（％） 返済期限 

その他の有利子負債 
1,137,370 1,035,180 0.35 － 

長期預り金 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 5,500,000 ― ― 5,500,000 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) ( 110,000) (―) (―) ( 110,000)

普通株式 (千円) 5,500,000 ― ― 5,500,000 

計 (株) (  110,000) (―) (―) ( 110,000)

計 (千円) 5,500,000 ― ― 5,500,000 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金 
合併差益 

(千円) 1,500,000 ― ― 1,500,000

計 (千円) 1,500,000 ― ― 1,500,000 

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 142,000 ― ― 142,000 

任意積立金 
別途積立金 

(千円) 7,600,000 ― ― 7,600,000

計 (千円) 7,742,000 ― ― 7,742,000 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 477,892 329,872 155,881 322,011 329,872 

賞与引当金 132,416 124,218 132,416 ― 124,218 

役員退職慰労引当金 35,590 14,464 4,500 ― 45,554 

製品取替等引当金 785,005 36,945 ― ― 821,950 



（２） 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円) 

現金 2,952 

預金   

当座預金 2,566,332 

普通預金 7,561,173 

定期預金 3,000,000 

預金計 13,127,506 

合計 13,130,458 

相手先 金額(千円) 

コスモ・イーシー株式会社 30,614 

プランタン企画株式会社 9,836 

グローリー・リンクス株式会社 4,930 

有限会社ティーメジャー 3,660 

鶴橋一番 1,470 

その他 3,980 

計 54,491 

期日別 金額(千円) 

平成18年４月満期 6,307 

平成18年５月満期 4,479 

平成18年６月満期 4,205 

平成18年７月満期 3,670 

平成18年８月満期 3,623 

平成18年９月以降満期 32,205 

計 54,491 



③ 営業未収入金 

相手先別内訳 

  

  

営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

相手先 金額(千円) 

司観光開発株式会社 274,027 

株式会社大成商事 255,367 

株式会社善都 226,771 

三共物産株式会社 195,853 

都筑善恵 168,292 

その他 6,829,126 

計 7,949,439 

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

11,173,138 5,699,376,031 5,702,599,730 7,949,439 99.9 0.6 



④ 売掛金 

相手先別内訳 
  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

  

  

相手先 金額(千円) 

ジーピーエム株式会社 491,097 

コスモ・イーシー株式会社 454,608 

グローリー・リンクス株式会社 417,990 

株式会社エース電研 357,734 

株式会社ＳＡＮＫＹＯ 265,181 

その他 989,280 

計 2,975,892 

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

2,490,567 15,422,120 14,936,795 2,975,892 83.4 64.7 



⑤ 商品 
  

  

⑥ 製品 
  

  

⑦ 原材料 

  

  

⑧ 貯蔵品 

  

  

  

区分 金額(千円) 

Ｌｕｔｅｒｎａユニット 661,231 

ＩＣユニット 395,023 

Ｐｃａｎユニット 198,187 

その他ユニット 21,345 

その他 1,302,297 

計 2,578,086 

区分 金額(千円) 

磁気カード 139,826 

ＩＣカード 42,321 

Ｌｕｔｅｒｎａコイン 8,135 

Ｌｕｔｅｒｎａカード 4,332 

計 194,616 

区分 金額(千円) 

磁気生カード 62,351 

ＩＣ生カード 46,221 

Ｌｕｔｅｒｎａ生コイン 13,103 

ＶＩＣ生カード 4,987 

Ｌｕｔｅｒｎａ生カード 1,878 

計 128,541 

区分 金額(千円) 

    販促品 2,572 



負債の部 

① 買掛金 

  

  

② カード未精算勘定 

  

  

③ 営業未払金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額(千円) 

インターナショナルカードシステム株式会社 785,623 

マミヤ・オーピー株式会社 743,473 

りそな決済サービス株式会社 482,562 

サクサ株式会社 313,546 

ＫＳシステムズ株式会社 252,249 

その他 642,626 

計 3,220,081 

区分 金    額 (千円) 

平成15年３月期発行カード残高 2,387,587 

平成16年３月期発行カード残高 216,657 

平成17年３月期発行カード残高 383,268 

平成18年３月期発行カード残高 8,230,505 

計 11,218,019 

相手先 金額(千円) 

高山物産株式会社 35,607 

小川開発株式会社 17,459 

株式会社国際会館 16,857 

株式会社オークラ 16,482 

宝山産業株式会社 14,964 

その他 239,205 

計 340,576 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

（注）平成18年６月20日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、当社の公告方法は次のとおりとなりました。 

     当会社の公告方法は電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで

きない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する方法とする。 

     なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

     http://www.gamecard.co.jp 

  

  

決算期  ３月31日 

定時株主総会  ６月中 

基準日  ３月31日 

株券の種類  １株、10株、100株、500株 

中間配当基準日  ９月30日 

１単元の株式数   － 

株式の名義書換   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

  

当社には、親会社等はありません。 

  

  

  

２ 【その他の参考情報】 

  

(1) 有価証券届出書及びその添付書類 

  有償一般募集増資(ブックビルディング方式による募集)及び株式売出し(ブックビルディング方式による売出し)に

基づき平成18年３月８日に関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券届出書の訂正届出書 

  上記(1)に係る訂正届出書を平成18年３月23日及び平成18年４月４日に関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月８日

日本ゲームカード株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ゲームカード株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本ゲームカード株

式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 井 哲 也 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２０日

日 本 ゲ ー ム カ ー ド 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本ゲームカード株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本ゲームカード株

式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 井 哲 也 
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